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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  複数の発源から発せられる検出対象を検出する検出器が第１検出位置及び第２検出位置
で検出した検出強度を検出位置毎に処理する処理装置において、
  何れか一対の発源に対する検出強度を、一方の発源に対する検出強度をＸ軸の値とし、
他方の発源に対する検出強度をＹ軸の値とした座標点の２次元分布に変換する２次元化部
と、
  前記座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に
係る座標点が混在する混在領域を含んだ所定領域を画定する画定部と、
  画定された被画定領域での座標点の２次元分布を、他対の発源に係る座標点の２次元分
布において前記被画定領域のＸ軸範囲及びＹ軸範囲に対応する領域の２次元分布に置き換
える置換部と
  を備える処理装置。
【請求項２】
  前記置換部による置き換えの後、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置
に係る座標点を区画する一次式を算出する算出部を備える請求項１に記載の処理装置。
【請求項３】
  前記複数の発源は３つ以上であり、
  前記座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に
係る座標点が混在する混在率が最も小さい発源対を選択する第１選択部を備え、
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  前記第１選択部によって選択された被選択発源対に対して、前記画定部が前記所定領域
の画定を行う請求項１又は２に記載の処理装置。
【請求項４】
  前記被画定領域に対応する対応領域における前記混在率が、前記被画定領域の前記混在
率より小さい他の発源対を選択する第２選択部を備え、
  前記置換部は、前記被画定領域での座標点の２次元分布を、前記第２選択部によって選
択された発源対における前記対応領域での座標点の２次元分布に置き換える請求項３に記
載の処理装置。
【請求項５】
  前記第２選択部によって選択された発源対において、前記対応領域での座標点の混在率
が所定の閾値より大きいか否かの判定を行う判定部と、
  前記判定の結果に基づいて、前記検出強度のデータ数を削減する処理を行うデータ削減
部と
  を備える請求項４に記載の処理装置。
【請求項６】
  複数の発源から発せられる検出対象を検出する検出器が第１検出位置及び第２検出位置
で検出した検出強度を検出位置毎に処理する処理方法において、
  何れか一対の発源に対する検出強度を、一方の発源に対する検出強度をＸ軸の値とし、
他方の発源に対する検出強度をＹ軸の値とした座標点の２次元分布に変換するステップと
、
  前記座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に
係る座標点が混在する混在領域を含んだ所定領域を画定するステップと、
  画定された被画定領域での座標点の２次元分布を、他対の発源に係る座標点の２次元分
布において前記被画定領域のＸ軸範囲及びＹ軸範囲に対応する領域の２次元分布に置き換
えるステップと
  を含む処理方法。
【請求項７】
  複数の発源から発せられる検出対象を検出する検出器が第１検出位置及び第２検出位置
で検出した検出強度に基づいて、何れか一対の発源に対する検出強度を、一方の発源に対
する検出強度をＸ軸の値とし、他方の発源に対する検出強度をＹ軸の値とした座標点の２
次元分布に変換し、
  前記座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に
係る座標点が混在する混在領域を含んだ所定領域を画定し、
  画定された被画定領域での座標点の２次元分布を、他対の発源に係る座標点の２次元分
布において前記被画定領域のＸ軸範囲及びＹ軸範囲に対応する領域の２次元分布に置き換
える
  処理をコンピュータに実行させるコンピュータプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の発源から発せられる検出対象を異なる検出位置で検出した結果に基づ
いて前記検出位置を区画する処理装置、処理方法及びコンピュータプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　メカニカルキーを用いずに車両ドアの施錠及び解錠を行う車両用通信システムが実用化
されている。具体的には、使用者が所持する携帯機を用いた無線遠隔操作により車両ドア
の施錠又は解錠を行うキーレスエントリシステム、携帯機を所持した使用者が車両に近づ
き、又はドアハンドルを握るだけで車両ドアの解錠を行うスマートエントリー（登録商標
）システム等が実用化されている。
  また、メカニカルキーを用いずに車両のエンジン始動を行う車両用通信システムも実用
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化されている。具体的には、携帯機を所持した使用者がエンジンスタートボタンを押すだ
けでエンジンの始動を行うスマートスタートシステムが実用化されている。
  以上の通信システムにおいて車載機は、携帯機と無線信号により通信を行い、認証を行
った後に解錠、施錠、エンジン始動等の所定の動作に関する制御を行うが、不正な操作を
防止するため、当該動作実施前に携帯機が車室内外の何れに所在するか等の所在位置の判
定を行う。
【０００３】
　例えば、特許文献１においては、運転席アンテナからの電波を電子キーが受信した際の
運転席側受信信号強度Ｈｄと、助手席アンテナからの電波を電子キーが受信した際の助手
席側受信信号強度Ｈｐとを、それぞれＸ軸とＹ軸としたＸ－Ｙ直交座標系において、複数
の直線式から構築した、電子キー位置（車内又は車外）を判定する際の基準となる判定ラ
インＬを定める。そして、運転席側受信信号強度Ｈｄと助手席側受信信号強度Ｈｐとから
決まる座標点Ｐが判定ラインＬに対してどの位置であるかに基づいて、電子キーの位置を
判定する通信端末位置判定装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第５４３７９５９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　一方、以上のように、電子キーの位置が車内か車外かを判定する判定式を求めるために
は、車内及び車外で電子キーが受信する電波の受信信号強度を検出し、検出結果に基づい
て、斯かる判定の判定式を導出する。
　すなわち、運転席アンテナ及び助手席アンテナを含む複数の発源から発せられる検出対
象（電波）を電子キーが受信（検出）した場合の受信信号強度を、車内及び車外で検出す
る。そして、斯かる検出結果から、車内で検出された受信信号強度と、車外で検出された
受信信号強度とを分ける判定式を求める。以降、受信信号強度及び斯かる判定式を用いて
電子キーの位置を判定する。
【０００６】
　従って、正確な判定式を得るためには、車内に係る受信信号強度と、車外に係る受信信
号強度を明確に区画する必要がある。しかし、実際における受信信号強度の検出結果では
、車内及び車外の受信信号強度が重複乃至混在する部分が存在する場合が多く、明確に区
画することが困難である。しかし、上述した特許文献１の通信端末位置判定装置では、こ
のような問題を解決できない。
【０００７】
　本発明は斯かる事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、複数の発
源から発せられる検出対象を検出する検出器が第１検出位置及び第２検出位置で検出した
検出強度において、前記第１検出位置に係る検出結果と、前記第２検出位置に係る検出結
果とを明確に区画できる処理装置、処理方法及びコンピュータプログラムを提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一態様に係る処理装置は、複数の発源から発せられる検出対象を検出する検出
器が第１検出位置及び第２検出位置で検出した検出強度を検出位置毎に処理する処理装置
において、何れか一対の発源に対する検出強度を、一方の発源に対する検出強度をＸ軸の
値とし、他方の発源に対する検出強度をＹ軸の値とした座標点の２次元分布に変換する２
次元化部と、前記座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２
検出位置に係る座標点が混在する混在領域を含んだ所定領域を画定する画定部と、画定さ
れた被画定領域での座標点の２次元分布を、他対の発源に係る座標点の２次元分布に置き



(4) JP 6848783 B2 2021.3.24

10

20

30

40

50

換える置換部とを備える。
【０００９】
　本発明の一態様に係る処理方法は、複数の発源から発せられる検出対象を検出する検出
器が第１検出位置及び第２検出位置で検出した検出強度を検出位置毎に処理する処理方法
において、何れか一対の発源に対する検出強度を、一方の発源に対する検出強度をＸ軸の
値とし、他方の発源に対する検出強度をＹ軸の値とした座標点の２次元分布に変換するス
テップと、前記座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検
出位置に係る座標点が混在する混在領域を含んだ所定領域を画定するステップと、画定さ
れた被画定領域での座標点の２次元分布を、他対の発源に係る座標点の２次元分布に置き
換えるステップとを含む。
【００１０】
 本発明の一態様に係るコンピュータプログラムは、複数の発源から発せられる検出対象
を検出する検出器が第１検出位置及び第２検出位置で検出した検出強度に基づいて、何れ
か一対の発源に対する検出強度を、一方の発源に対する検出強度をＸ軸の値とし、他方の
発源に対する検出強度をＹ軸の値とした座標点の２次元分布に変換し、前記座標点の２次
元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点が混在す
る混在領域を含んだ所定領域を画定し、画定された被画定領域での座標点の２次元分布を
、他対の発源に係る座標点の２次元分布に置き換える処理をコンピュータに実行させる。
【００１１】
　なお、本発明を、このような特徴的な処理部を備える処理装置として実現することがで
きるだけでなく、かかる特徴的な処理をステップとする処理方法として実現したり、かか
るステップをコンピュータに実行させるためのコンピュータプログラムとして実現したり
することができる。また、本発明を、処理装置の一部又は全部を実現する半導体集積回路
として実現したり、処理装置を含む他のシステムとして実現したりすることができる。
【発明の効果】
【００１２】
　上記の態様によれば、複数の発源から発せられる検出対象を検出する検出器が第１検出
位置及び第２検出位置で検出した検出強度において、前記第１検出位置に係る検出結果と
、前記第２検出位置に係る検出結果とを明確に区画できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】車両用通信システムの一構成例を示す模式図である。
【図２】車内及び車外で携帯機によって測定された受信信号強度を２次元座標系に表した
例を示す例示図である。
【図３】本実施形態に係る処理装置の要部構成の一例を示す機能ブロック図である。
【図４】本実施形態に係る処理装置における処理の一例を説明するフローチャートである
。
【図５】受信信号強度（座標点）の２次元分布において、車内検出座標点及び車外検出座
標点が混在する部分を含む混在領域を示す説明図である。
【図６】本実施形態に係る処理装置における画定部の処理を説明する説明図である。
【図７】本実施形態に係る処理装置における置換部の処理を概念的に説明する概念図であ
る。
【図８】本実施形態に係る処理装置における算出部の処理を概念的に説明する概念図であ
る。
【図９】本実施形態に係る処理装置の要部構成の他例を示す機能ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
［本発明の実施形態の説明］
　最初に本発明の実施態様を列挙して説明する。以下に記載する実施形態の少なくとも一
部を任意に組み合わせてもよい。
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【００１５】
（１）本発明の一態様に係る処理装置は、複数の発源から発せられる検出対象を検出する
検出器が第１検出位置及び第２検出位置で検出した検出強度を検出位置毎に処理する処理
装置において、何れか一対の発源に対する検出強度を、一方の発源に対する検出強度をＸ
軸の値とし、他方の発源に対する検出強度をＹ軸の値とした座標点の２次元分布に変換す
る２次元化部と、前記座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記
第２検出位置に係る座標点が混在する混在領域を含んだ所定領域を画定する画定部と、画
定された被画定領域での座標点の２次元分布を、他対の発源に係る座標点の２次元分布に
置き換える置換部とを備える。
【００１６】
　上記の一態様に係る処理装置にあっては、前記検出器によって検出された検出強度であ
って、何れか一対の発源に対する検出強度を、前記２次元化部が座標点の２次元分布に変
換する。このように表された座標点の２次元分布にて、前記画定部は前記第１検出位置に
係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点の混在領域を含んだ所定領域を画定する。
画定された被画定領域での座標点の２次元分布を、前記置換部が、他対の発源に係る座標
点の２次元分布に置き換える。
　従って、前記一対の発源に対する検出強度（座標点の２次元分布）のうち、前記第１検
出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点の混在領域を、座標点の混在程度
の低い他対の発源に係る座標点の２次元分布に置き換え、検出位置毎の処理における正確
性を高めることができる。
【００１７】
（２）本発明の一態様に係る処理装置は、前記置換部による置き換えの後、前記第１検出
位置に係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点を区画する一次式を算出する算出部
を備える。
【００１８】
　上記の一態様に係る処理装置にあっては、前記置換部による置き換えの後、前記算出部
によって算出された一次式によって、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位
置に係る座標点を区画する。
　従って、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点を明確に区
画できるので、検出位置毎の処理における正確性を高めることが出来る。
【００１９】
（３）本発明の一態様に係る処理装置は、前記複数の発源は３つ以上であり、前記座標点
の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点が
混在する混在率が最も小さい発源対を選択する第１選択部を備え、前記第１選択部によっ
て選択された被選択発源対に対して、前記画定部が前記所定領域の画定を行う。
【００２０】
　上記の一態様に係る処理装置にあっては、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２
検出位置に係る座標点が混在する混在率が最も小さい発源対に対して、前記画定部が前記
所定領域の画定を行う。
　従って、前記置換部によって置き換えられる領域をできる限り減らすことができるので
、データ処理量を減らすと共に、検出位置毎の処理における正確性を一層高めることがで
きる。
【００２１】
（４）本発明の一態様に係る処理装置は、前記被画定領域に対応する対応領域における前
記混在率が、前記被画定領域の前記混在率より小さい他の発源対を選択する第２選択部を
備え、前記置換部は、前記被画定領域での座標点の２次元分布を、前記第２選択部によっ
て選択された発源対における前記対応領域での座標点の２次元分布に置き換える。
【００２２】
　上記の一態様に係る処理装置にあっては、前記対応領域における前記混在率が、前記被
画定領域の前記混在率より小さい他の発源対における前記対応領域での座標点の２次元分
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布に、前記被画定領域での座標点の２次元分布が対置き換えられる。
　従って、斯かる置き換えが行われない場合に比べ、検出位置毎の処理における正確性を
高めることができる。
【００２３】
（５）本発明の一態様に係る処理装置は、前記第２選択部によって選択された発源対にお
いて、前記対応領域での座標点の混在率が所定の閾値より大きいか否かの判定を行う判定
部と、前記判定の結果に基づいて、前記検出強度のデータ数を削減する処理を行うデータ
削減部とを備える。
【００２４】
　上記の一態様に係る処理装置にあっては、例えば、前記対応領域での座標点の混在率が
所定の閾値より大きいと前記判定部によって判定された場合、前記データ削減部が前記検
出強度のデータ数を削減する。以降、データ数が低減された検出強度に基づいて、前記２
次元化部、前記第１選択部、前記画定部、前記第２選択部及び前記置換部による処理が行
われる。
　従って、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点の混在率が
高い場合でも、検出位置毎の処理における正確性を高めることができる。
【００２５】
（６）本発明の一態様に係る処理方法は、複数の発源から発せられる検出対象を検出する
検出器が第１検出位置及び第２検出位置で検出した検出強度を検出位置毎に処理する処理
方法において、何れか一対の発源に対する検出強度を、一方の発源に対する検出強度をＸ
軸の値とし、他方の発源に対する検出強度をＹ軸の値とした座標点の２次元分布に変換す
るステップと、前記座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第
２検出位置に係る座標点が混在する混在領域を含んだ所定領域を画定するステップと、画
定された被画定領域での座標点の２次元分布を、他対の発源に係る座標点の２次元分布に
置き換えるステップとを含む。
【００２６】
　上記の一態様に係る処理方法にあっては、前記検出器によって検出された検出強度であ
って、何れか一対の発源に対する検出強度が座標点の２次元分布に変換される。このよう
に表された座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位
置に係る座標点の混在領域を含んだ所定領域が画定され、画定された被画定領域での座標
点の２次元分布が、他対の発源に係る座標点の２次元分布に置き換えられる。
　従って、前記一対の発源に対する検出強度（座標点の２次元分布）のうち、前記第１検
出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点の混在領域を、座標点の混在程度
の低い他対の発源に係る座標点の２次元分布に置き換え、検出位置毎の処理における正確
性を高めることができる。
【００２７】
（７）本発明の一態様に係るコンピュータプログラムは、複数の発源から発せられる検出
対象を検出する検出器が第１検出位置及び第２検出位置で検出した検出強度に基づいて、
何れか一対の発源に対する検出強度を、一方の発源に対する検出強度をＸ軸の値とし、他
方の発源に対する検出強度をＹ軸の値とした座標点の２次元分布に変換し、前記座標点の
２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点が混
在する混在領域を含んだ所定領域を画定し、画定された被画定領域での座標点の２次元分
布を、他対の発源に係る座標点の２次元分布に置き換える処理をコンピュータに実行させ
る。
【００２８】
　上記の一態様に係るコンピュータプログラムにあっては、前記検出器によって検出され
た検出強度であって、何れか一対の発源に対する検出強度が座標点の２次元分布に変換さ
れる。このように表された座標点の２次元分布にて、前記第１検出位置に係る座標点及び
前記第２検出位置に係る座標点の混在領域を含んだ所定領域が画定され、画定された被画
定領域での座標点の２次元分布が、他対の発源に係る座標点の２次元分布に置き換えられ
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る。
　従って、前記一対の発源に対する検出強度（座標点の２次元分布）のうち、前記第１検
出位置に係る座標点及び前記第２検出位置に係る座標点の混在領域を、座標点の混在程度
の低い他対の発源に係る座標点の２次元分布に置き換え、検出位置毎の処理における正確
性を高めることができる。
【００２９】
［本発明の実施形態の詳細］
　本発明の実施形態に係る処理装置、処理方法及びコンピュータプログラムの具体例を、
以下に図面を参照しつつ説明する。なお、本発明はこれらの例示に限定されるものではな
く、特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべ
ての変更が含まれることが意図される。
【００３０】
　説明の便宜上、以下においては、特許請求の範囲に記載の発源、検出対象、及び検出位
置が、夫々車両に設けられた送信アンテナ、該送信アンテナが送信する信号（電波）、及
び車内／車外である場合を例に挙げて説明する。
　しかし、本実施形態はこれに限るものでない。例えば、前記検出対象は、電波以外に、
光、熱、音等であっても良い。
【００３１】
　図１は、車両用通信システム１００の一構成例を示す模式図である。図１の車両用通信
システム１００は、車両Ｃに設けられた３つの送信アンテナ３及び１つの受信アンテナ４
を用いて各種信号を送受信する車載機６と、車載機６と信号を送受信する携帯機２（検出
器）とを備える。
【００３２】
  ３つの送信アンテナ３は、第１送信アンテナ３１、第２送信アンテナ３２及び第３送信
アンテナ３３を含む。第１送信アンテナ３１は、運転席側のピラーに設けられ、第２送信
アンテナ３２は助手席側のピラーに設けられている。第１送信アンテナ３１、第２送信ア
ンテナ３２及び第３送信アンテナ３３は携帯機２に信号を送信する。
【００３３】
　第３送信アンテナ３３は車両Ｃの車室内中央部に設けられている。例えば、車両Ｃが運
転席及び助手席と１列の後部座席とを備えている場合、第３送信アンテナ３３は、当該運
転席及び助手席の間に設けられたアームレスト、コンソールボックス等の適宜箇所に設け
られている。
　以下では、第１送信アンテナ３１、第２送信アンテナ３２及び第３送信アンテナ３３を
略して送信アンテナ３１，３２，３３とも言う。
【００３４】
　受信アンテナ４は、後部座席の中央部に設けられている。例えば、後部座席中央の座席
下、背もたれ等の適宜箇所に設けられている。なお、本実施形態においては車両Ｃの進行
方向右側が運転席側、進行方向左側が助手席側である。受信アンテナ４は携帯機２から後
述する応答信号を受信する。
【００３５】
  また、車両Ｃには、複数の車両ドアリクエストスイッチ５が外面に設けられている。具
体的には、運転席外側のドアハンドルに第１車両ドアリクエストスイッチ５１及び助手席
外側のドアハンドルに第２車両ドアリクエストスイッチ５２が設けられている。各車両ド
アリクエストスイッチ５は、例えば、それが設けられたドアを施錠又は解錠するための押
下式のスイッチ、ドアハンドルに対するユーザの手の接触を検出する接触センサ等により
構成されている。なお、各車両ドアリクエストスイッチ５は、それが設けられたドアを施
錠するための構成と、解錠するための構成とが別体であってもよい。
【００３６】
  車載機６は、携帯機２の位置を判定するための信号を、送信アンテナ３１，３２，３３
を介して、無線で送信する。携帯機２は、送信アンテナ３１，３２，３３から送信された
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信号を受信し、受信した信号の受信信号強度（検出強度）を測定（検出）する。車載機６
が送信した信号に対して、携帯機２は、測定した受信信号強度を含む応答信号を、無線に
て車載機６に送信する。車載機６は携帯機２から送信された応答信号を受信し、受信した
応答信号に含まれる受信信号強度に基づいて、ユーザ（携帯機２）が車内に所在するか車
外に所在するかの判定を行い、判定結果に応じた所定処理を実行する。例えば、車載機６
は、車両ドアの施錠又は解錠、エンジン始動、車両ドアの施錠忘れの警告等の処理を実行
する。
【００３７】
　上述した、携帯機２の所在位置の判断は、所定の判定式に基づいて行われる。斯かる判
定式は、予め行われた受信信号強度の測定結果から算出される。
　携帯機２は、送信アンテナ３１，３２，３３から送信される信号に対する受信信号強度
を、車内及び車外における複数箇所にて測定する。車内及び車外で携帯機２によって測定
された結果を、２次元座標系として共に表す。このような２次元座標系上の測定結果の分
布から、車内で測定された結果と、車外で測定された結果とを区画する式を求め、斯かる
式を、携帯機２の所在位置の判断における判定式として用いる。
【００３８】
　図２は、車内及び車外で携帯機２によって測定された受信信号強度を２次元座標系に表
した例を示す例示図である。図２では、一の送信アンテナ及び他の送信アンテナからの信
号に対する受信信号強度を夫々Ｘ軸（一の送信アンテナ）及びＹ軸（他の送信アンテナ）
とする。図２は、所定の位置にて携帯機２が測定した夫々の受信信号強度の値によって定
まる座標点を「○」又は「◇」にてプロットしている。また、図２（Ａ）及び図２（Ｂ）
中、「◇」は車外に係る測定結果を示し、「○」は車内に係る測定結果を示す。
【００３９】
　図２（Ａ）では、車内で測定された結果に係る座標点と、車外で測定された結果に係る
座標点とが混在しない２次元分布を示す。図２（Ａ）の場合は、斯かる座標点の２次元分
布から、車内で測定された結果（座標点）と、車外で測定された結果（座標点）とを区画
する判定式（図２（Ａ）中の実線で表す）を簡単に求めることができる。
【００４０】
　しかし、図２（Ｂ）では、車内で測定された結果（座標点）と、車外で測定された結果
（座標点）とが混在（一部重複）する２次元分布を示す。図２（Ｂ）の場合は、車内で測
定された結果（座標点）と、車外で測定された結果（座標点）とを区画する判定式の導出
が困難である。
【００４１】
　これに対して、本実施形態に係る処理装置１は、斯かる問題を解決できるように構成さ
れている。以下、詳しく説明する。
【００４２】
　図３は、本実施形態に係る処理装置１の要部構成の一例を示す機能ブロック図である。
本実施形態に係る処理装置１は、ＣＰＵ１０と、記憶部１１と、２次元化部１２と、第１
選択部１３と、画定部１４と、第２選択部１５と、置換部１６と、判定部１７と、算出部
１８と、データ削減部１９とを備える。
【００４３】
　記憶部１１は、ＥＥＰＲＯＭ（Electrically Erasable Programmable ROM）、フラッシ
ュメモリ等の不揮発性メモリである。記憶部１１は、ＣＰＵ１０が処理装置１の各構成部
の動作を制御することによって携帯機２の所在位置の判定に用いる判定式を導出するため
の制御プログラムを記憶している。また、記憶部１１は、判定部１７による判定に用いら
れる閾値を記憶している。
【００４４】
　２次元化部１２は、車内（第１検出位置）及び車外（第２検出位置）で検出した、何れ
か一対の送信アンテナ３（発源）に対する受信信号強度（検出強度）を２次元座標系に表
す。２次元化部１２は、図２で示したように、２つの送信アンテナからの信号に対する受
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信信号強度を夫々Ｘ軸及びＹ軸とし、受信信号強度の値によって定まる座標点の２次元分
布として、２次元座標系にプロットする。すなわち、２次元化部１２は、受信信号強度の
検出結果を２次元分布化する。
　本実施形態においては、３つの送信アンテナ３１，３２，３３が用いられるので、３Ｃ

２（３つ）の送信アンテナ対があり得る。２次元化部１２は全ての送信アンテナ対の受信
信号強度に対して、斯かる２次元分布化を行う。
　以下、車内での検出結果に係る座標点を車内検出座標点といい、車外での検出結果に係
る座標点を車外検出座標点という。
【００４５】
　第１選択部１３は、２次元分布化された受信信号強度の検出結果（座標点）に基づいて
、全ての送信アンテナ対のうち、全体的に座標点の混在率が最も小さい送信アンテナ対を
選択する、一次選択を行う。斯かる座標点の混在率は、車内検出座標点及び車外検出座標
点が混在する部分を含む混在領域の面積に基づいて求められる。詳しい座標点の混在率の
求め方については後述する。
【００４６】
　画定部１４は、前記一次選択にて選択された被選択送信アンテナ対（以下、単に被選択
対という。）において、車内検出座標点及び車外検出座標点の混在領域を含む所定領域を
特定の図形で取り囲んで画定する。斯かる図形は例えば、正方形である。斯かる正方形は
、前記混在領域を全て含む最も小さい正方形である。正方形にすることによって、以降に
おける処理（演算）が容易になる。しかし、これに限るものでなく、円形であってもよく
、三角形であっても良い。以下、画定部１４によって画定された、混在領域を含む領域を
被画定領域という。
【００４７】
　第２選択部１５は、前記被画定領域に対応する領域における座標点の混在率が前記被画
定領域そのものの座標点の混在率より小さい他の送信アンテナ対を選択する、二次選択を
行う。
　具体的に、第２選択部１５は、前記被画定領域における混在領域の面積と、前記被選択
対を除く他の全ての送信アンテナ対において前記被画定領域に対応する領域（以下、対応
領域という）での混在領域の面積とを比較する。比較の結果に基づいて、第２選択部１５
は斯かる二次選択を行う。
【００４８】
　置換部１６は、前記被選択対の前記被画定領域における座標点の２次元分布を、他の送
信アンテナ対に係る座標点の２次元分布に置き換える。換言すれば、置換部１６は、前記
被選択対の前記被画定領域の座標点の２次元分布を、第２選択部１５によって選択された
送信アンテナ対における前記対応範囲の座標点の２次元分布と置き換える。
【００４９】
　判定部１７は、第２選択部１５によって選択された送信アンテナ対において、前記被選
択対の前記被画定領域に対応する対応領域での座標点の混在率が所定の閾値より大きいか
否かの判定を行う。以下においては、前記閾値は「０％」である場合を例に挙げて説明す
るが、本実施形態はこれに限る物でない。前記閾値は、例えば０～１０％の範囲内であれ
ば良い。
【００５０】
　データ削減部１９は、判定部１７による判定の結果に基づいて、前記検出結果（受信信
号強度）のデータ数を削減する処理を行う。例えば、判定部１７が、第２選択部１５によ
って選択された送信アンテナ対における対応領域での座標点の混在率が閾値より大きいと
判定した場合、データ削減部１９は携帯機２による検出結果（受信信号強度）に対して、
間引き等データ数を削減する処理を施す。
【００５１】
　算出部１８は、第２選択部１５によって選択された送信アンテナ対における対応領域の
座標点の２次元分布と、前記被選択対の前記被画定領域の座標点の２次元分布とが置き換
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えられた後、前記車内検出座標点及び前記車外検出座標点を区画する一次式を算出する。
すなわち、算出部１８は、置換部１６による置き換えの処理後に得られる受信信号強度の
検出結果の２次元分布に対して、車内検出座標点及び車外検出座標点の境を特定する一次
の判定式を算出する。
【００５２】
　ＣＰＵ１０は、記憶部１１又はＲＯＭ（図示せず）に予め格納されている制御プログラ
ムをＲＡＭ（図示せず）上にロードして実行することによって、上述した各構成部の制御
を行ない、装置全体を本実施形態の処理装置１として動作させる。
【００５３】
　図４は、本実施形態に係る処理装置１における処理の一例を説明するフローチャートで
ある。以下においては、図２（Ｂ）に示すように、車内検出座標点及び車外検出座標点が
混在する場合において、車内検出座標点と、車外検出座標点とを区画する判定式を導出す
る処理を説明する。
【００５４】
　先ず、携帯機２によって検出された、送信アンテナ３１，３２，３３に対する受信信号
強度を２次元分布化する。すなわち、２次元化部１２は３つの送信アンテナ３１，３２，
３３からなる全ての送信アンテナ対に対して、受信信号強度の検出結果を座標点の２次元
分布としてプロットし、検出結果の２次元分布化を行う（ステップＳ１０１）。斯かる処
理については既に説明しており、詳しい説明を省略する。
【００５５】
　次いで、第１選択部１３は、座標点の２次元分布に基づいて、全ての送信アンテナ対に
おける、車内検出座標点及び車外検出座標点の混在率を求める（ステップＳ１０２）。
　以下、座標点の混在率の求め方について説明する。図５は、受信信号強度（座標点）の
２次元分布において、車内検出座標点及び車外検出座標点が混在する部分を含む混在領域
を示す説明図である。なお、図５では、便宜上、Ｘ軸が第１送信アンテナ３１に対する受
信信号強度を示し、Ｙ軸が第２送信アンテナ３２に対する受信信号強度を示す。
　先ず、車内検出座標点のグループ及び車外検出座標点のグループを夫々直線にて囲む。
詳しくは、各グループにおいて最も離隔した座標点を直線で繋いで、所定の多角形を得る
。車内検出座標点のグループに係る多角形（一点鎖線にて表示）及び車外検出座標点のグ
ループに係る多角形（点線にて表示）が互いに重なる部分を混在領域Ｄとする（図５にお
けるハッチング部分参照）。また、多角形全体の面積に対する混在領域Ｄの面積を、車内
検出座標点及び車外検出座標点の混在率（以下、単に混在率ともいう）とする。
【００５６】
　第１選択部１３は、ステップＳ１０２での算出結果に基づいて、全ての送信アンテナ対
のうち、前記混在率が最も小さい送信アンテナ対を選択する、一次選択を行う（ステップ
Ｓ１０３）。以下、前記一次選択にて、送信アンテナ３１，３２が被選択対として選択さ
れたものとし、図５におけるＸ軸は送信アンテナ３１に対する受信信号強度を示し、Ｙ軸
は送信アンテナ３２に対する受信信号強度を示すものとする。
【００５７】
　次いで、画定部１４は、前記被選択対において、車内検出座標点及び車外検出座標点の
混在領域Ｄを正方形で取り囲んで画定する（ステップＳ１０４）。
　図６は、本実施形態に係る処理装置１における画定部１４の処理を説明する説明図であ
る。画定部１４は混在領域Ｄを全て含む最も小さい正方形（図６にて２点鎖線にて表示）
で混在領域Ｄを取り囲む。すなわち、図６において、被画定領域Ｆは、「３００～５００
」のＸ軸範囲及び「１００～３００」のＹ軸範囲で定まる領域である。
【００５８】
　第２選択部１５は、前記被選択対（送信アンテナ３１，３２）を除く他の全ての送信ア
ンテナ対（送信アンテナ３１，３３及び送信アンテナ３２，３３）における対応領域の混
在率を算出する（ステップＳ１０５）。斯かる混在率の算出については既に説明しており
、詳しい説明を省略する。
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【００５９】
　続いて、第２選択部１５は、ステップＳ１０５での算出結果に基づいて、被選択対を除
く他の送信アンテナ対を選択する、二次選択を行う（ステップＳ１０６）。すなわち、第
２選択部１５は、被画定領域Ｆにおける混在領域Ｄの面積と、送信アンテナ３１，３３の
送信アンテナ対及び送信アンテナ３２，３３の送信アンテナ対における対応領域の混在領
域の面積とを比較する。第２選択部１５は、対応領域における混在率が被画定領域Ｆの混
在率より小さい送信アンテナ対を、送信アンテナ３１，３３の送信アンテナ対及び送信ア
ンテナ３２，３３の送信アンテナ対から選択する。
【００６０】
　判定部１７は、第２選択部１５によって選択された送信アンテナ対において、被画定領
域Ｆに対応する対応領域の混在率が「０％」より大きいか否かの判定を行う（ステップＳ
１０７）。
【００６１】
　判定部１７が、第２選択部１５によって選択された送信アンテナ対における対応領域で
の混在率が「０％」より大きいと判定した場合（ステップＳ１０７：ＹＥＳ）、データ削
減部１９は携帯機２による検出結果（受信信号強度）に対して、間引き等データ数を削減
する処理を施す（ステップＳ１１０）。具体的に、データ削減部１９は、第２選択部１５
によって選択された送信アンテナ対に対する検出結果（受信信号強度）に対してデータ数
を削減する処理を施す。以降、処理はステップＳ１０７に戻る。
　本実施形態に係る処理装置１はこれに限る物でない。第２選択部１５によってデータ数
を削減する処理が施された後、処理がステップＳ１０１に戻るように構成しても良い。
【００６２】
　一方、第２選択部１５によって選択された送信アンテナ対における対応領域での混在率
が「０％」である場合、判定部１７は対応領域での混在率が「０％」より大きくないと判
定する（ステップＳ１０７：ＮＯ）。この際、置換部１６は、ステップＳ１０６で第２選
択部１５によって選択された送信アンテナ対における対応範囲の座標点の２次元分布と、
被選択対の被画定領域Ｆの座標点の２次元分布とを置き換える（ステップＳ１０８）。
【００６３】
　図７は、本実施形態に係る処理装置１における置換部１６の処理を概念的に説明する概
念図である。置換部１６は第２選択部１５によって選択された送信アンテナ対の座標点の
２次元分布のうち、被画定領域Ｆに対応する対応領域（Ｘ軸範囲が「３００～５００」、
Ｙ軸範囲が「１００～３００」）に相当する座標点の２次元分布を、被選択対の被画定領
域Ｆの座標点の２次元分布に置き換える。図７は置換部１６による処理結果を概念的に示
す。
【００６４】
　次いで、算出部１８は、置換部１６による置き換えの処理で得られた座標点の２次元分
布に対して（図７参照）、車内検出座標点及び車外検出座標点の境を特定する一次の判定
式を算出する（ステップＳ１０９）。
　図８は、本実施形態に係る処理装置１における算出部１８の処理を概念的に説明する概
念図である。図８に示すように、置換部１６による置き換えの処理で得られた座標点の２
次元分布は、車内検出座標点及び車外検出座標点が重複も混在もしていない。算出部１８
は、被画定領域Ｆ（Ｘ軸範囲が「３００～５００」、Ｙ軸範囲が「１００～３００」）に
おける判定式、及び、被画定領域Ｆを除く領域における判定式を夫々算出する。図８にお
いては、算出部１８によって算出された一次の判定式を図示している。
【００６５】
　車載機６は携帯機２から受信信号強度を受信し、受信した受信信号強度及び本実施形態
に係る処理装置１によって上述のように得られた判定式に基づいて、ユーザ（携帯機２）
が車内に所在するか車外に所在するかの判定を行う。
【００６６】
　一対の送信アンテナに係る受信信号強度の検出結果を２次元座標系に座標点として表し
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た場合、車内検出座標点及び車外検出座標点が混在する混在領域Ｄが存在する場合が多い
。このような場合は、車内検出座標点と、車外検出座標点とを明確に区画することが困難
である。
　この場合、本実施形態に係る処理装置１は、混在領域Ｄに対して他対の送信アンテナの
受信信号強度（座標点の２次元分布）に置き換えることによって、車内検出座標点と、車
外検出座標点とを明確に区画することができる。
　これによって、車内検出座標点と、車外検出座標点との境を特定する正確な判定式を簡
単に算出できる。また、このように算出された判定式を用いることによって、例えば、携
帯機２の所在位置の判定における正確性も高まる。
【００６７】
　以上においては、３つの送信アンテナ３１，３２，３３を用いる場合を例に挙げて説明
したが、本実施形態はこれに限るものでなく、３つ以上の送信アンテナを用いる場合に対
しても適用可能である。
【００６８】
　なお、本実施形態は以上の記載に限るものでない。上述した２次元化部１２、第１選択
部１３、画定部１４、第２選択部１５、置換部１６、判定部１７、算出部１８及びデータ
削減部１９は、ハードウェアロジックによって構成してもよいし、ＣＰＵ１０が所定のプ
ログラムを実行することにより、ソフトウェア的に構築されてもよい。
【００６９】
　図９は、本実施形態に係る処理装置１の要部構成の他例を示す機能ブロック図である。
本実施形態に係る処理装置１は、制御プログラム２０ａを、記録媒体２０から取得可能に
しても良い。
 制御プログラム２０ａは、記録媒体２０にコンピュータ読み取り可能に記録されている
態様でも良い。記憶部１１は、図示しない読出装置によって記録媒体２０から読み出され
た制御プログラム２０ａを記憶する。記録媒体２０はＣＤ（Compact Disc）－ＲＯＭ、Ｄ
ＶＤ（Digital Versatile Disc）－ＲＯＭ、ＢＤ（Blu-ray（登録商標） Disc）等の光デ
ィスク、フレキシブルディスク、ハードディスク等の磁気ディスク、磁気光ディスク、半
導体メモリ等である。また、図示しない通信網に接続されている図示しない外部コンピュ
ータから本実施形態に係る制御プログラム２０ａをダウンロードし、記憶部１１に記憶さ
せても良い。
【００７０】
　また、制御プログラム２０ａには、ＣＰＵ１０が２次元化部１２、第１選択部１３、画
定部１４、第２選択部１５、置換部１６、判定部１７、算出部１８及びデータ削減部１９
をソフトウェア的に構築するためのプログラムが含まれても良い。
【００７１】
　開示された実施形態はすべての点で例示であって、制限的なものではないと考えられる
べきである。本発明の範囲は、上述した意味ではなく、特許請求の範囲によって示され、
特許請求の範囲と均等の意味及び範囲内でのすべての変更が含まれることが意図される。
【符号の説明】
【００７２】
　１　処理装置
　１０　ＣＰＵ
　１２　２次元化部
　１３　第１選択部
　１４　画定部
　１５　第２選択部
　１６　置換部
　１７　判定部
　１８　算出部
　１９　データ削減部
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　Ｄ　混在領域
　Ｆ　被画定領域
 

【図１】 【図２】



(14) JP 6848783 B2 2021.3.24

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(15) JP 6848783 B2 2021.3.24

【図７】 【図８】

【図９】



(16) JP 6848783 B2 2021.3.24

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  吉田　亮太
            三重県四日市市西末広町１番１４号　株式会社オートネットワーク技術研究所内

    審査官  山下　雅人

(56)参考文献  特開２０１６－００８４８５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特許第５４３７９５９（ＪＰ，Ｂ２）　　
              特開２０１６－０３０８９２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１７－０８２５１８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１７－０６７５０２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１１－００２２４３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－０８７８９６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１６－０３２１２４（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０１Ｓ　５／００－　５／１４
              Ｂ６０Ｒ２５／２４
              Ｅ０５Ｂ４９／００
              Ｈ０４Ｑ　９／００－　９／１６


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

